
（ ）

337

115

60 60 60 60

19

　 0325

年度27

27 年度

0

職員旅費

食品等試験検査費 269

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

一日摂取量調査
単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ

Ｘ：「執行額」
Ｙ：「活動実績」

単位当たり
コスト 件 0.1百万円 0.2百万円 0.2百万円 0.2百万円

計算式 X/Y
42,212千円/
391件

44,316千円/
208件

45,865千円/
216件

52,241千円/
248件

27年度活動見込

農薬等試験法の開発・検証数

活動実績 件
16試験法開発
5試験法検証

9試験法開発
5試験法検証

当初見込み 件
15試験法開発
5試験法検証

15試験法開発
5試験法検証

15試験法開発
5試験法検証

15試験法開発
5試験法検証

平成２７年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

337 283 271 272 0

288 271

執行率（％） 106% 102% 100%

農薬等試験法の公示（通知
又は告示）の迅速化

農薬等試験法の公示（通知
又は告示）件数

成果実績 件 5 12

目標値 件 15

平成１８年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

2

委員等旅費

活動実績

活動指標

244,028千円/
14試験法

224,670千円／
16試験法

件

24年度

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し -

計

費　目

15 15 15

達成度 ％ 33.3％

271

主要政策・施策

248件
15自治体
100農薬等

248件
15自治体
100農薬等

1

計 272 0

庁費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

283

その他の事項経費

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

一日摂取量調査

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

諸謝金 0

単位当たり
コスト

391件
15自治体
106農薬等

208件
15自治体
108農薬等

10.9百万円14.9百万円

単位

-

X/Y

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
食品衛生法第11条

関係する計画、
通知等

厚生労働省告示第497～499号「食品に残留する農薬、飼料
添加物又は動物用医薬品の成分である物質の試験法につ
いて」

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

356

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

  食品中に残留する農薬等（農薬、動物用医薬品及び飼料添加物）については、平成18年度より施行されたポジティブリスト制度（残留基準が設定されていな
い農薬等が一定量を超えて残留する食品の流通を原則禁止する制度）を円滑に運用し、全国において効率的な監視を行うことにより、食品の安全性を確保す
る。

前年度から繰越し - -

事業番号

農薬等ポジティブリスト制度推進事業 担当部局庁 食品安全部 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 基準審査課 山本 史

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅱ－１－１　食品等の飲食に起因する衛生上の危害の発生
を防止すること

主要経費

27年度

-

基準設定の公示（通知又は
告示）件数

248件
15自治体
100農薬等

171.7％

59

27年度活動見込

80％ 126.7％

25年度

219,372千円／
20試験法

27年度見込

17.4百万円農薬等試験法の開発・検証数
単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ

Ｘ：「執行額」
Ｙ：「活動実績」

191.7％

26年度

103

計算式

件

14.0百万円

成果実績

目標値

248件
15自治体
100農薬等

単位

98.3％

24年度 25年度 26年度

26年度定量的な成果目標 成果指標 単位

件

26年度
目標最終年度

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

  ポジティブリスト制度に基づき、食品中の農薬等の残留基準値に基づく試験法の開発・改良を行うとともに、食品を介した農薬一日摂取量実態調査等の結果
を踏まえ、適宜基準値の見直しを行う。

目標最終年度

- -

272

-

24年度 25年度

13試験法開発
3試験法検証

216件
16自治体
129農薬等

基準設定の公示（通知又は
告示）の迅速化

達成度 ％

313,925千円/
21試験法

当初見込み

件

件単位当たり
コスト

算出根拠

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

25年度

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）



事業所管部局による点検・改善

一般競争入札及び少額の随意契約を行っていることから
妥当である。

－

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

○平成２４年度より開始した残留農薬等公示分析法検討会（年４回開催）が軌道に乗り、平成２４年度で発出したのが５試験法だったが、平成２
５年度は１２試験法、平成２６年度には１９試験法を発出することが出来た。引き続き検討会を定期開催して、さらなる試験法の発出に努める。
○試験法開発の統一を図るためのに試験法開発実施要領の見直しを行い、サンプル量や抽出溶媒の選択方法などを具体化し、より効率的な
試験法開発を行う事が可能となった。今後も検討会で実施要領について議論し、さらなる見直しを行っていく。

－

○

256平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

327

300

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 297

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

ポジティブリスト制度に基づき、食品中の農薬等の残留基
準値に基づく分析法の開発・改良を行うとともに、食品を介
した農薬一日摂取量の実態調査等の結果を踏まえ適宜基
準値の見直しを行っており、優先度の高い事業となってい
る。

自治体ごとに一括購入すること等によりコスト削減に努め
ている。

－

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○摂取量調査については、各自治体から実施要領に基づいた実施計画の提出を受け、事業終了後に調査結果（平成２６年度は２１６件）ととも
に経費の使途について報告を受けているところであり、各過程において使途の適正な把握に努めている。また、実際に使用されている農薬等
のうち本調査の対象となり得るものは600種類を超えるため、検出事例や諸外国の状況を踏まえ、毎年度100～200種類程度の農薬等（農薬、
飼料添加物、動物用医薬品）を対象に実施するとともに、数年ごとに調査対象となる農薬等の見直しを行うことで、幅広い農薬等の実態を把握
することに努めている。
○農薬等試験法について、平成２４年度から、残留農薬等公示分析法検討会において開発委託した試験法（平成２６年度は１３試験法開発、３
試験法検証）の精度等について検証した後、各自治体保健所及び検疫所に通知するとともに厚生労働省ホームページで公開している。また、
信頼性のある試験法が示されることは当該農薬の監視指導に有用であることから、一定の実績を得ることができた。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

312

平成24年度

農林水産省の事業は使用基準等設定のための残留試験
の結果を得るためのものであり、その結果は食品中の残留
基準設定に際し厚生労働省に提出され、その試験法及び
試験結果、並びに海外での使用対象作物や動物種も踏ま
え、厚生労働省の事業において試験法開発を行うものであ
ることから、重複には該当しない。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

最新の科学的知見に基づき試験等を実施しており、活動実
績を踏まえ実効性の高い手段となっている。

概ね見込みに見合ったものとなっている。

開発された試験法は、各自治体、検疫所における監視指
導等に活用できるよう、通知以外にもHPで情報を提供して
いる。
農薬一日摂取量実態調査の結果は、一般消費者の不安を
解消させるべく、ＨＰで公表している。

試験法開発実施要領の見直しを行い、サンプル量や抽出
溶媒の選択方法などを具体化し、より効率的な試験法開発
を行う事が可能となってきている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

国民の食の安全に関する不安感が高まっている中、農薬
等ポジティブリスト制度を円滑に運用することにより食品の
安全性を確保する本事業は、国費を投入しなければ事業
目的が達成できない。

食品衛生法に基づき国が基準の設定等を行うために必要
なデータの収集や設定した基準を継続的に検証する事業
については、国が実施すべきものである。

○

○

○

‐

関
連
事
業

評価に関する説明

食の生産資材安全確保対策事業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
基準設定の公示数、農薬等試験法の公示数ともに目標を
上回っていることから成果目標に見合ったものとなってい
る。

事業の適切な遂行に必要な経費に限定している。

農林水産省

事業名所管府省・部局名 事業番号

○



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【一般競争入札】 

F 民間業者（２者） 

３４百万円                

【随意契約】 

G 民間業者（２６者） 

３４百万円                             

光熱費、人件費、 

役務費、消耗品費 等 

【事務費】 

H 民間業者等 

５１百万円              

【委員等旅費・謝金】 

C 検討会委員等（２４者）  

１百万円                              

【事務費】 

D 民間業者 

０．４百万円              

会議費、役務費、 

旅費 等 

【支出委任】 

E 自治体（２３者） 

８０百万円                            

残留農薬等に関するポジ
ティブリスト制度導入に係る
分析法開発及び試験検査事
業 

残留農薬等分析法検討会に
必要な経費 

食品・添加物等規格基準 
に関する試験検査等 

食品中の残留農薬の試験法
の開発及び妥当性評価事業 

食品中の残留農薬の試験法
の開発及び妥当性評価事業 

【支出委任】 

国立医薬品食品衛生研究所 

１１９百万円                             

厚生労働省 

２７１百万円 

【一般競争入札】 

A 公益法人等（８者） 

６５百万円                             

【随意契約】 

B 民間業者等（６者） 

５．７百万円                

食品中の残留農薬の試験法
の開発及び妥当性評価事業 

食品中の残留農薬の試験法
の開発及び妥当性評価事業 



計 0 計 22

１００万円以上の支出該当なし

D. H.東京電力（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

光熱費 電気料 22

計 0 計 10

C. G. （株）帝国理化

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

１００万円以上の支出該当なし 消耗品費
０６３０２　ニッスイＰシャーレ深型～５００枚入
１点　外１０点　他31件

10

計 2.2 計 31

0.1役務費 農薬キナルホスの毒性情報に関する調査

役務費
農薬フィプロニルの毒性等に関する文献調
査・整理

0.9 備品費 トリプル四重極型質量分析計　５式 29

計 27 計 5

役務費
アセタミプリドとイミダクロプリドの発達神経毒
性に関する文献調査・整理

0.6 備品費 化学発光イメージアナライザー　１式 2

役務費 農薬の作用機序に関する文献収集 0.6

F.（株）バイオテック・ラボ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務費

食品に残留する農薬等の成分である物質の
試験法の開発・検証に関する試験  HPLCに
よる動物用医薬品等の一斉試験法Ⅰ（畜水
産物）改良法（LC-MS法）

10

役務費
平成２６年度食品に含有される天然物質に関
する調査事業

4

金　額
(百万円）

食品中の残留する農薬等の摂取量調査 5役務費

食品中に残留する農薬等の成分である物質
の試験法の開発・検証に関する試験  HPLC
による農薬等の一斉試験法Ⅰ（農産物）の妥
当性評価試験

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.（一財）食品環境検査協会 E.秋田県（秋田市）

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

13 役務費

B.（株）住化技術情報センター



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

4 （一財）日本航空協会 お茶代（残留農薬等公示分析法検討会） 0 随意契約 -

2 個人Ａ 動物用医薬品残留基準に関する研究討論会に出席旅費 0.1 - -

3
ｴ-ｴﾇｴ-ｳｲﾝｸﾞﾌｴﾛ-ｽﾞ.ｳﾞｲｵｳｼﾞ
（株）

お茶代（残留農薬等公示分析法検討会） 0 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 扶桑速記印刷（株） 速記（残留農薬等公示分析法検討会） 0.1 随意契約 -

9 個人Ｉ 残留農薬等分析法検討会出席旅費 0 - -

10 個人Ｊ 残留農薬等分析法検討会出席謝金　他１件 0 - -

7 個人Ｇ 食品摂取量調査研修会講師謝金　他１件 0.1 - -

8 個人Ｈ 残留農薬等分析法検討会出席旅費 0 - -

5 個人Ｅ 残留農薬等公示分析法検討会出席謝金　他７件 0.1 - -

6 個人Ｆ 残留農薬等公示分析法検討会出席謝金　他３件 0.1 - -

3 個人Ｃ 残留農薬等公示分析法検討会出席旅費　他４件 0.1 - -

4 個人Ｄ 残留農薬等公示分析法検討会出席謝金　他９件 0.1 - -

1 個人Ａ 残留農薬等公示分析法検討会出席旅費　他３件 0.1 - -

2 個人Ｂ 残留農薬等公示分析法検討会出席謝金　他９件 0.1 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

8 ヒューマンコム（株） 翻訳（英→日）Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ～（Ｔｒａｉｎｉｎｇ　ｍａｎｕａｌ） 0.6 随意契約 -

9 個人A 急性暴露評価におけるデータベースの作成 0.1 随意契約 -

6 （独）国立健康・栄養研究所
ＥＵ等における食品の規格基準策定に係る食品摂取量調査の手法に関する
調査一式

1 随意契約 -

7 （株）データサービス 食品中に残留する農薬等の摂取量調査（平成２５年度分）結果集計業務 1 随意契約 -

4 （株）住化技術情報センター 農薬キナルホスの毒性情報に関する調査 0.1 随意契約 -

5 （有）Ｊｏｙ　Ｃｏｎｓｕｌｔｉｎｇ 農薬の使用及び流通実態に関する調査 1 随意契約 -

3 （株）住化技術情報センター 農薬の作用機序に関する文献収集 0.6 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）住化技術情報センター 農薬フィプロニルの毒性等に関する文献調査・整理 0.9 随意契約 -

2 （株）住化技術情報センター アセタミプリドとイミダクロプリドの発達神経毒性に関する文献調査・整理 0.6 随意契約 -

12 （株）三菱化学テクノリサーチ

メディカルシステムコンサルタ
ント（株）

食品中の農薬等の残留基準設定に関する資料の翻訳業務 0.8 3 37.8％13

（一財）食品分析開発センター
ＳＵＮＡＴＥＣ

食品に残留する農薬等の成分である物質～（畜水産物）：愛知県法の妥当
性評価試験

2 2 25.1％

（株）住化技術情報センター
諸外国における動物用医薬品及び飼料添加物の販売状況と食用畜水産動
物への使用実態に関する調査

4 3 35.2％

8

9

10

11

（株）三菱総合研究所 短期暴露評価に係る幼小児等の食品摂取量調査の手法に関する検討 3 1 96.9％

農薬の評価書・毒性データ等の文献収集及び要約に関する調査事業 2 6 61％

（一財）日本食品分析センター
食品に残留する農薬等の成分である物質（プロポキシカルバゾン）の試験法
開発事業

8 1 97.2％

5 （一財）日本食品分析センター
食品に残留する農薬等の成分である物質の試験法の開発・検証に関する試
験  LC-MSによる農薬等の一斉試験法Ⅰ(農産物)の妥当性評価試験

5 1 71.7％

平成２６年度食品に含有される天然物質に関する調査事業 4

（一財）東京顕微鏡院
食品に残留する農薬等の成分である物質（ジルパテロール）の試験法開発
事業

5 1 90.4％

2 （一財）食品環境検査協会
食品に残留する農薬等の成分である物質の試験法の開発・検証に関する試
験  HPLCによる動物用医薬品等の一斉試験法Ⅰ（畜水産物）改良法（LC-
MS法）

10 2 98.3％

1 66.5％

（一財）日本食品分析センター 食品に残留する農薬等の成分である物質（メチオカルブ）の試験法開発事業 5 2 71.6％

（一財）日本食品分析センター 食品に残留する農薬等の成分である物質（アザペロン）の試験法開発事業 4 1 58.9％

6

7

4

3 （一財）食品環境検査協会

1 （一財）食品環境検査協会
食品中に残留する農薬等の成分である物質の試験法の開発・検証に関する
試験  HPLCによる農薬等の一斉試験法Ⅰ（農産物）の妥当性評価試験

13 1 81.1％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



E

F

G

H

10 高信化学（株） メルク１０７２２８　緩衝ペプトン水　１本　外１４件 0.3 随意契約 -

8 （株）紀伊國屋書店 外国雑誌　１式 0.4 随意契約 -

9 ユサコ（株） 外国雑誌　１式 0.3 随意契約 -

6 丸善（株） 外国雑誌　１式 1 随意契約 -

7 （株）有隣堂 外国雑誌　１式 0.5 随意契約 -

4 東京都水道局 水道料 3 随意契約 -

5 Ｅｌｓｅｖｉｅｒ　Ｂ．Ｖ． サイエンス・ダイレクトの利用　１ヶ年 2 随意契約 -

2 資金前渡官吏 給与・賞与 14 - -

3 東京ガス（株） ガス料 4 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 東京電力（株） 電気料 22 随意契約 -

9 （株）構造計画研究所 Ｏｒａｃｌｅ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｂａｌｌ　プロパック　２点 0.7 随意契約 -

10 高信化学（株） ＰＣＡ（Ｐｏｒｔｉｏｎ　Ｐａｃｋ）　１２点　外８点 0.4 随意契約 -

7 （株）伊藤サプライ Ａｄｂｅ　ＡｃｒｏｂａｔＸＩ　Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ　１点　外６点　他15件 2 随意契約 -

8 岩井化学薬品（株） ＤＩＦＣＯ　Ｔｒｙｐｔｉｃ　Ｓｏｙ　Ａｇａｒ～　５００Ｇ　４点　外７点　他2件 1 随意契約 -

5 尾崎理化（株） ０３８９６８０１０１　ハロゲン水分計　ＭＯＣ６３ｕ　１点　他21件 3 随意契約 -

6 （株）池田理化
０．１ｖｏｌ％　ぎ酸－蒸留水　３Ｌ　関東化学　１６２４５－２Ｂ　２点　外１５点
他14件

2 随意契約 -

3 ＷＤＢ（株） 試験研究業務等のための人材派遣業務 4 随意契約 -

4 宮崎化学薬品（株） ＣＲＭ－ＡＺＡ３　０．５ｍｌ／ａｍｐｕｌｅ　２点　外９点　他11件 3 随意契約 -

1 （株）帝国理化 ０６３０２　ニッスイＰシャーレ深型～５００枚入　１点　外１０点　他31件 10 随意契約 -

2 （株）バイオテック・ラボ ＣＬＮｐａｋ　ＥＶ－２０００　ＡＣ　１６μ ｍ　２０．０～　１点　外３点　他17件 5 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

6 （株）バイオテック・ラボ 化学発光イメージアナライザー　１式 2 2 95％

7 （株）帝国理化 リアル・タイムＰＣＲ装置　１式 3 2 97.6％

4 （株）バイオテック・ラボ トリプル四重極型質量分析計　１式 4 2 99.1％

5 （株）バイオテック・ラボ トリプル四重極型質量分析計　１式 3 2 99.1％

2 （株）バイオテック・ラボ トリプル四重極型質量分析計　１式 7 2 99.1％

3 （株）バイオテック・ラボ トリプル四重極型質量分析計　１式 6 2 99.1％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）バイオテック・ラボ トリプル四重極型質量分析計　１式 9 2 99.1％

9 愛知県（名古屋市） 食品に残留するの農薬等の成分である物質の試験法開発・検証業務 4 随意契約 -

10 新潟県 食品に残留するの農薬等の成分である物質の試験法開発・検証業務 4 随意契約 -

7 神奈川県 食品に残留するの農薬等の成分である物質の試験法開発・検証業務 4 随意契約 -

8 愛知県 食品に残留するの農薬等の成分である物質の試験法開発・検証業務 4 随意契約 -

5 愛知県 食品に残留するの農薬等の成分である物質の試験法開発・検証業務 4 随意契約 -

6 岩手県 食品に残留するの農薬等の成分である物質の試験法開発・検証業務 4 随意契約 -

3 埼玉県 食品に残留するの農薬等の成分である物質の試験法開発・検証業務 4 随意契約 -

4 東京都 食品に残留するの農薬等の成分である物質の試験法開発・検証業務 4 随意契約 -

1 秋田県（秋田市） 食品中の残留する農薬等の摂取量調査 5 随意契約 -

2 愛媛県 食品中の残留する農薬等の摂取量調査 4 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率


